
20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 64歳

0 32 54 47 73 90 70 47 53 55 63 3

0.0 5.5 9.2 8.0 12.4 15.3 11.9 8.0 9.0 9.4 10.7 0.5

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

76

一般行政
部   門

小　　計 336

衛　　生

民　　生

23

74

20

179

19

1

商　　工

平成28年

342

土　　木

保健師の減△ 2

0

病　　院

42

175

5

定　　年 その他
採　　用　　者

2

△ 1

(2) 職員年齢別構成状況

204 2

△ 1

20歳
未満

自己都合勧　　奨

構成比（％) 100.0

計

587

区　 分

職員数(人)

41

第１　人事行政の運営の状況

（注）　１　各年４月１日現在の人数です。

(3) 職員の任免の状況

公営企業
等 部 門

議　　会

総　　務

税　　務

  １　職員の任免及び職員数に関する状況

（平成２８年４月１日現在）

病院職員の増

水道建設関係職員の増

（単位：人）

教　　育

職　  員  　数

平成27年

介護関係職員の増

　　　　２　職員数は、一般職に属する職員数（教育長を除く）です。

19

202

580

特別行政部門
小　　計

人　数 33

合　　　  　　計

退          　職　          者　
区　分

587 7

水　　道

下 水 道 3

そ の 他

小　　計

28

3

011116

0

6

計

 （単位：人）(平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

対前年
増減数

主な増減理由

5

20

172

21

窓口職員の減

保育園職員の増

0

△ 2

0

7

1

18

41 教育施設職員の減

42

177

△ 1

能美市人事行政の運営等の状況

　能美市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成27年度（一部、平成28年4月1日

現在）の職員の給与等の状況を公表します。

6

11

2

1

土木建築職員の増

商工振興関係職員の増

5

8

10

部　 　　　　門

農林水産

労　　働 1

25

08

1



人件費 人件費率 （参考）平成26

Ｂ Ｂ／Ａ 年度の人件費率

千円 ％ ％

2,758,493 11.5 11.7

Ｂ／Ａ
千円 千円 千円 千円

181,685 515,366 2,054,729 5,365

区　　分

一般行政職

技能労務職

(注１)ラスパイレス指数は、地方公共団体の一般行政職の給料額と国の行政職俸給表(一)の
適用職員の俸給額とを学歴別、経験年数別に比較し算出したもので､国を１００としたものです。
(注２)平均は、加重平均です。

（４月１日現在）(5) ラスパイレス指数の状況

144,600 円

平成２７年

(4) 職員の初任給の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

144,600 円高校卒

大学卒 176,700 円
一般行政職

能　　美　　市

176,700 円

334,026 円

244,168 円

平均給料月額

　　　　40歳7月

233,960 円　　　　49歳8月

292,016 円

平均給与月額

　　　  ２　職員手当には退職手当を含みません。

　 計　　Ｂ

１人当たり給
与 費

1,357,678

職員手当 期末・勤勉手当
職員数

平成２８年度
千円

（注）　平均給与月額とは、給料月額と諸手当の額を合計したものです。

国区　　　分

（注）  １　給与費は、当初予算に計上された額です。

383

給   料

平均年齢

人

(3) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　　　　（平成２８年４月１日現在）

49,748 24,008,588

Ａ
人 千円

93.1

２　職員の給与の状況

(1) 人件費の状況　（平成２７年度普通会計決算）

区 分

平成２７年度

住民基本台帳人口

（平成27年度末）

歳出額

（注）  人件費には、職員に支払われる給与のほか、市長、副市長及び市議会議員等の特別職に

　　　支払われる給料・報酬及び共済費の負担金等を含みます。

(2) 職員給与費の状況　（平成２８年度普通会計予算）

区 分
給　        与       　費

Ａ

2



職 員 数 構 成 比
人 ％

１級 37 15.8

２級 50 21.4

３級 50 21.4

４級 26 11.1

５級 37 15.8

６級 25 10.7

７級 8 3.4

８級 1 0.4

234 100.0

(7) 職員手当の状況

ア　期末・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成２７年度）

1,263 千円

区　　分 期末手当 勤勉手当 区　　分 期末手当 勤勉手当

　６月期 １．２２５月分 ０．７５０月分 　６月期 １．２２５月分 ０．７５０月分

１２月期 １．３７５月分 ０．８５０月分 １２月期 １．３７５月分 ０．８５０月分

計 ２．６０月分 １.６０月分 計 ２．６０月分 １.６０月分

区　分 自己都合 定年 区　分 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 20.445月分  27.405月分 勤続20年 20.445月分  27.405月分

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分

勤続35年 41.325月分 49.59月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分

最高限度 49.590月分 49.59月分 最高限度 49.590月分 49.59月分

自己都合

勧奨・定年

 (注)　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２７年度に退職した全職種に係る職員に支給された

　　　平均額です。

標準的な
職務内容区 分

(6) 一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

合                計

主事、主事補

課長

主事

主任

主査

担当課長、課長補佐

部長、次長

部長

能　　　　美　　　　市　　 国

平成２７年度１人当たり平均支給額

8,636 千円

（平成２８年度支給率） （平成２８年度支給率）

22,252 千円

イ　退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）　

国

（平成２７年度支給割合） （平成２７年度支給割合）

能　　　　美　　　　市　　

（加算措置の状況）

職制上の段階、役職の級等による加算措置　有 職制上の段階、役職の級等による加算措置　有

（加算措置の状況）

3



ウ　地域手当　

オ　時間外勤務手当

借　家
借　間

家賃23,000円以下

配偶者

職員が配偶者を有しない場合の

カ　扶養手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）　　

キ　住居手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

能　　　美　　　市 国

5,000 円
末までの子　（1人につき・加算額）

11,000 円
扶養親族のうち１人

満16歳の年度初めから満22歳の年度 満16歳の年度初めから満22歳の年度

扶養親族のうち１人
11,000 円

27,000円

    (家賃額－23,000)

5,000 円

 　家賃額－12,000円

    ×1/2＋11,000円

27,000円

借　家
借　間

家賃23,000円を超
え
55,000円未満

家賃23,000円以下

末までの子　（1人につき・加算額）

家賃55,000円以上

 　家賃額－12,000円

    ×1/2＋11,000円
    (家賃額－23,000)

家賃23,000円を超
え
55,000円未満

家賃55,000円以上

　支給総額

　職員１人当たり支給年額

職員が配偶者を有しない場合の

能　　　美　　　市 国

68,435 千円

120 千円
平成２７年度

配偶者

配偶者以外の扶養親族

13,000 円

6,500 円配偶者以外の扶養親族 6,500 円

13,000 円

支給地域等 支給率 支給対象職員数 国の支給率

支　給　総　額　（平成２７年度） 5,458千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度） 682,312 円

手当の種類 （手当数）

30,560 千円

124,737円

42.0 ％

５ 種類

支給総額 （平成２７年度）

支給対象職員１人当たり平均支給年額 （平成２７年度）

職員全体に占める支給対象職員の割合（平成２７年度）

手　当　の　名　称

1児童保育従事手当

2行旅死亡人等の取扱従事手当

3市立病院勤務手当

4医療調査研究従事手当

5変則勤務従事手当（病院勤務）

エ　特殊勤務手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

医　　師 ８人 16 ％11

4



2～ 5   ｋｍ 2,000円 2～ 5   ｋｍ 2,000円

5～ 10   ｋｍ 4,200円 5～ 10   ｋｍ 4,200円

10～ 15   ｋｍ 7,100円 10～ 15   ｋｍ 7,100円

15～ 20   ｋｍ 10,000円 15～ 20   ｋｍ 10,000円

20 ～ 25   ｋｍ 12,900円 20 ～ 25   ｋｍ 12,900円

25 ～ 30   ｋｍ 15,800円 25 ～ 30   ｋｍ 15,800円

30 ～ 35   ｋｍ 18,700円 30 ～ 35   ｋｍ 18,700円

35 ～ 40   ｋｍ 21,600円 35 ～ 40   ｋｍ 21,600円

40 ～ 45   ｋｍ 24,400円 40 ～ 45   ｋｍ 24,400円

45 ～ 50   ｋｍ 26,200円 45 ～ 50   ｋｍ 26,200円

50 ～ 55   ｋｍ 28,000円 50 ～ 55   ｋｍ 28,000円

55 ～ 60   ｋｍ 29,800円 55 ～ 60   ｋｍ 29,800円

31,600円 31,600円

(8) 特別職の報酬等の状況　

6月期 12月期 計 加算措置

6月期 12月期 計 加算措置

３　 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

ク　通勤手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

ア　市長等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

イ　市議会議員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

区　　　分

市　　 　長
　3.15 月分 有　1.48 月分 　1.68月分

能　　　　美　　　　市 国

運賃相当額（支給限度額　55,000円）
交通機関
利用者

 交通機関
利用者

運賃相当額（支給限度額　55,000円）

(注)　業務の性質により、上記の勤務時間によることができない勤務箇所の勤務時間は、別に定めています。

交通用具
利用者

60ｋｍ以上

期末手当　(平成27年度支給割合）

60ｋｍ以上

交通用具
利用者

　　１２：００　～　１３：００

期末手当　(平成27年度支給割合）

休　憩　時　間

890,000円

715,000円

区　　　分 給 料 月 額

副　議　長

1週間の勤務時間

勤　務　時　間

　　３８時間４５分

　　　８：３０　～　１７：１５

給 料 月 額

 　 390,000　円

  　370,000　円

(1) 勤務時間の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

副　市　長

有

議　　　長  　 450,000　円

　1.48 月分 　1.68月分 　3.15 月分

議　　　員

5



（２）休暇の状況

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

計 1 2 0 0 3

期　　　　　間

20日の範囲内　（20日を限度に

翌年に繰り越すことができます。)

必要と認められる期間

必要と認められる期間
５日の範囲内

0 5

条例で定める事由による場合

計 0 0 5

0

0 1
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合

1 0 0

2 0

区　　　　　分 戒告 減給 停職 免職 計

0 2

法令に違反した場合 0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0

5

職制、定数の改廃、予算の減少により廃
職、過員を生じた場合

0 0

0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0

0

0

骨髄提供休暇

産前休暇

産後休暇 ８週間

妻の出産休暇

　（単位：人）

３日の範囲内

連続する７日の範囲内

８週間（多胎妊娠の場合は14週間）

夏季休暇

（１）分限処分の状況　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

介護休暇 配偶者、父母等を２週間以上にわたり介護

下記以外

結核性疾患

９０日の範囲内

１年の範囲内

　　　職員の主な休暇は次のとおりです。なお、職員の休暇制度は、職員の勤務時間、休暇等に関する

　　条例及び規則により暦年で定められています。

忌引休暇

公務上又は通勤による負傷又は疾病

ボランティア休暇

結婚休暇

区　　分 事　　　　　　　　由

１日２回それぞれ３０分以内の期間

病気休暇

年次休暇

特別休暇

１日の範囲内

育児時間

５日の範囲内

連続する１日から７日の範囲内

原則連続する５日の範囲内

子の看護休暇

父母の追悼休暇

（単位：人）（２）懲戒処分の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

0

0

休職

連続する６月の範囲内

計降任 免職 降給

勤務成績がよくない場合 0 0

区　　　　　分

0

心身の故障の場合 0 5

職に必要な適格性を欠く場合 0 0

6



５　職員の服務の状況

(注）　１　対象職員数は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの全期間を在職した職員

　　　　 数（年度途中の退職・採用者、育児休業・休職等の事由がある職員並びに派遣職員を除きま

　　 　　す。）です。

　　 　２　総付与日数には、前年からの繰越分を含みます。

（１）研修受講状況　　　　　　　　　（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

管理職員研修

市町村アカデミー

県市町村職員研修所

　受講者は延べ人数です。

（２）勤務成績の評定の状況　　　　　　　　

　能美市では平成２２年度より人事評価制度の本格運用を行っており、平成26年度からは新たな人事
評価制度を構築し、３年をかけて本格運用することとしています。その中で、管理職・一般職に分けて
それぞれ業績評価・能力評価の２つの評価を行い、職員の処遇にも反映させています。

女性職員

0

1 00

0

0

女性職員

計

子

24 17

0 0

配偶者の父母

1

部分休業・育児短時間勤務

25 17 1

0

27年度に新たに取得した者

1

前年度から引き続いている者

男性職員

育　　児　　休　　業

　　　職員は３歳に満たない子を養育するために、育児休業または部分休業をすることができます。

　　　（単位：人）

0

 　 この期間については給料等は支払われません。

（２）育児休業及び部分休業の利用状況　（平成２７年度）

0

受講人数

0

　　きます。この休暇の間は給料等は支払われません。期間は、介護を必要とする継続する状態ご

　　とに、連続する６か月以内です。

介護休暇
取得者数

要介護者数（職員との続柄別）
配偶者

　　　（単位：人）

0

兄弟姉妹

0男性職員

0 0

0

６　職員の研修等の状況　　　　　　　　　　　　　

研　修　名　　　・　　　内　容

0 0

0

1

（単位：人）

（１）年次有給休暇の使用状況　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年１月１日～平成２７年１２月３１日）

19217.0 日

総付与日数

Ａ

2269.0 日 484人

総使用日数

Ｂ

対象職員数 消化率

Ｂ／Ａ

平均使用日数

4.7 日 11.8%

Ｂ／ＣＣ

0 0

　　支障がある者の介護を要するため、勤務しないことが相当と認められたときに取得することがで

（３）介護休暇の取得状況　（平成２７年度）

計

祖父母父母

　　　職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに

6人

内部研修 82人

派遣研修
74人

7



７　職員の福祉及び利益の保護の状況 

① 　健康診断等の実施状況

ア　会員の状況

（特別会員3名含む）

ウ　給付金の概要

（１）厚生福利制度の概要 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

（単位：人）

②　能美市職員互助会 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成２８年４月１日現在）

イ　掛金・負担金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年４月１日現在）

会　員　数

子宮がん検診

区　　　分

137人 122人 259人

　　次のとおりです。

79

全員 103

40歳以上

40歳以上

給　与　割

　500円

　給与月額×0.3/100
掛　　　金

歯科検診 全員

均　等　割

計女　性男　性

　　　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理、元気回復等の厚生事業を実施しており、その状況は

　　　能美市職員互助会は、会員相互の福祉の増進を図ることを目的としています。

28

前立腺検査 50歳以上 25

乳がん検診 70

123

大腸がん検査 147

胃部X線検査 35歳以上

肺マルチCT検査 40歳以上 92

心電図

C型肝炎ｳｲﾙｽ検査 40・45・50・55歳以上

35歳以上 347

項             目 受診対象者 受診者数

定期健康診断 全員 488

種　  　類 状　　　　　　況 内　　　訳 金　　　　額

結 　 　婚 結婚したとき
本  人 20,000円

一親等 10,000円

住 　 　宅 新築又は購入 本  人 10,000円

出 　 　産 子供が生まれたとき 本人・配偶者 10,000円

退　  　職

10年以上 本  人 30,000円

 5年以上10年未満 本  人 20,000円

 1年以上 5年未満 本  人 10,000円

病気見舞
5日以上の入院又は2週間以上の
欠勤療養

本  人 10,000円

弔 慰 金 死亡したとき

本  人 50,000円と生花一対
同一世帯に属する配偶者又は子 20,000円と生花一対
実父母又は同一世帯に属する父母 20,000円と生花一対

その他同居の親族 10,000円
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掛金 事務局費

会員掛金 企画事業費

負担金 厚生事業費

事業主負担 体育部等助成金

その他収入

繰越金等

　

第２　平成２６年度における能美市公平委員会の業務の状況

１　勤務条件に関する措置の要求の状況

継続件数 ０件

措置要求件数 ０件

２　不利益処分に関する不服申立ての状況

継続件数 ０件

措置要求件数 ０件

エ　収支決算の状況  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年４月1日～平成２８年３月３１日）

（２）公務災害補償の状況  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２７年４月1日～平成２８年３月３１日）

件

千円 千円 円

2 件

4,300

0

16,603

1

0

6,0191,559

計

3 件

5,859 22,622 4,208

認定件数
内　　          　　訳

公務災害 通勤災害

16,248計

収　　　　　　　入 支　　　　　　出

1,465

562

3,096

171

379

金　額区　分1人当たり額金　額区  分

円

2,170

659

11,954

1人当たり額
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